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■ 論文要旨 ■ 
日本軽金属㈱では 1990 年代から間接部門のコストをいかに削減するかに取り組んで

きたが，ネットワークの完備や PC の導入とともに IT を有効に利用した業務改善を実施

している． 

 IT 部門としての視点から，とりわけ見えにくいとされていた「システムコスト」をい

かに見えるよう（＝可視化）にするか，また，それらに関係した業務に潜む無駄をいか

に改善するかを個々のビジネスユニット（以下 BU と略す）単体の問題ではなく，全社

およびｸﾞﾙｰﾌﾟの問題として位置づけ，各種の標準化や業務の統廃合も含めた提案を行い

ながら解決していった． 

 これら一連の活動を通じ，会社別，事業部別，部署別，個人別にそれぞれの PC レン

タル料をはじめ，コピー代，電話代，携帯電話料など，約 15 種類，20 項目以上，のコ

ストを月次で集計し，自動的に支払い業務へつなぐ仕組みが完成した．現在でも，その

仕組みには，部署の境目を超えて集計業務が追加されている．個々のコストは全て Web

で過去の履歴を含みチェックすることができる． 
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１．はじめに 
 
１．１ 当社概要 
 
 日本軽金属は，アルミナ・化成品を始めとしてアルミパウダー・ペーストまで幅広く素

材を扱うとともに，アルミニウムを創業以来ひと筋に手がけてきた，わが国唯一の総合一

貫メーカである． 
 アルミニウムは，軽い，熱伝導率が高い，加工しやすい，耐食性がよい，磁気を帯びな

いなど，多くの優れた特徴を有し，私たち現代社会には不可欠な素材となっている． 
 

商号    日本軽金属株式会社（略称：日軽金） 

英文商号  Nippon Light Metal Company, Ltd（略称：NLM） 

本店所在地 東京都品川区東品川 2 丁目 2 番 20 号 

設立    昭和 14 年 3 月 30 日 

資本金   39,084,654,715 円（平成 17 年 3 月 31 日現在） 

売上高   単独 197,311 百万円 連結 560,284 百万円（平成 17 年 3 月期） 

従業員数  単独 1,873 名 連結 12,927 名（平成 17 年 3 月末） 
 
１．２ 見える管理の背景 

 
アルミニウム産業は 1970 年代後半のオイルショックで大打撃を受け，国内における精錬

は弊社の蒲原工場一箇所になるなど構造的なマイナス要因を持っている．すなわち電力高

消費型産業であるので，エネルギーコストが高騰するとダイレクトに損益に響くのである． 
 そこで，収益力を維持するためには，直接コストを削減するだけではなく，間接部門の

コストをいかに削減するかかも重要な要素となる． 
 とりわけ見えにくいとされていた「システムコスト」をいかに見えるよう（＝可視化）

にするか，また，それらに関係した業務に潜む無駄をいかに改善するかが大きな問題であ

った． 
 本論文ではシステム部門自らが問題提起し，関係部署も巻き込んでどのようにこれらを

実現していったか，また，現在も進行中であるかを述べるものである 
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２．ネットワークに関連する業務はシステム部門管轄に 

 
２．１ 本社引越しと電話業務の移管 
 
日本軽金属では，遡ること約 8 年前，本社ビルを田町から天王洲に移転した．そのとき

社内のネットワークと電話システムを一新することになり，電話と LAN を統合配線化した．

今までは電話は総務部門の管轄，ネットワークやコンピュータはシステムの管轄というよ

うな分け方がされてきたが，電話の業務がだんだんと複雑化し，コンピュータシステムと

の連携などが重要になると考え，電話関連の業務もシステム部門の管轄に移すことになっ

た． 

 これにより，オフィス系のネットワーク上に接続される機器は全てシステム部門管轄と

なり，後で詳細に説明があるプリンタや複合機といった，ネットワークプリンティングも

システム部門により管理運営することになる． 

 

２．２ 複合機の進化と業務の移管 

 

1998 年前後に次々とコピー機がデジタル化され，各コピーメーカはこぞってデジタル化

のメリットを武器に各地の工場や支店，本店に営業攻勢がかかった．私たちシステム部門

でもデジタル化のメリットには注目していたが，速度やコスト面で導入に関しては見送っ

ていた．しかし，「複合機」と呼ばれる「コピー機能」，「FAX 機能」，「スキャナー機能」，「プ

リンタ機能」を兼ね備える機器が性能を向上し市場に出てくることになり，システム部門

でも積極的に性能を評価し導入に向け検討に入った． 

 その当時，コピー機は各地の事業所の総務部門が窓口になりコピー機メーカとそれぞれ

リース契約をしており，「プリントチャージ」と呼ばれる，コピーを 1 枚取る毎に徴収され

る費用やその他，トナー代などは総務部門に請求され，その後は事業所に所属する各部門

へ｢配賦」されていたが，そのルールはあいまいで「どんぶり勘定」になっていた部署も見

受けられた． 

 複合機の出現により，「印刷」，「FAX」という新たなコストが発生することになり，それ

らのコストを利用者に負担させることができないと，利用者間で不公平が発生し導入が進

まない．また，便利な機能を利用したい部門が個々に導入するとなると，多数の複合機が

重複して小さな支店などに配置されるという非効率な環境になることが予想された． 
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３．グループウェアの充実と標準化 

 

当社では，本店機能の引越し（1998 年）を起に，社内のネットワーク環境を一新し，関

連拠点間をフレームリレー回線で結ぶ「広域 WAN」環境を構築した（図 1）． 

これと同期して社内のメール環境も Lotus Notes を利用したグループウェアに統一し，グ

ループ企業内での標準ソフトと位置づけた． 

 当初は，グループウェアはメールの利用から開始され，順次ワークフローやナレッジベ

ースの共有に利用されるようになった． 

 

【図 1】日軽金フレームリレー接続図 

 

３．１ 複合機の標準化 

 

 1999 年になると複合機の高機能機種が次々と販売されるようになったので，複合機の

適配置と標準化，プリントチャージの利用者負担等を目的に全社レベルでの複合機の一括

発注のためのプロジェクトを発足させ，Request For Proposal(以下 RFP と略す）を作成し

て主要複合機メーカ＆ベンダに提案を依頼した． 

 RFP で要求した主な要求項目は以下の通り（実際の要求項目は全 130 項目） 

① 機器コストのプリントチャージでの回収 
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② Lotus Notes との連携（Notes ID 毎の課金，スキャナデータの Notes での取込みなど） 

③ プリンタドライバの Notes DB からのインストール 

④ 全複合機の利用実績の一括請求と課金情報のデータでの提供 

⑤ 全社（全国レベル）でのサービスレベル保証，Service Level Agreement（以下 SLA と

略す）などである． 

 2005年 5月現在，当社グループ内には全部で1,000台にのぼる複合機が稼動されている． 

 

３．２ PC の標準化 

 

 PC も複合機と同様に，ユーザの要求仕様を明確にした RFP を作成し，富士通㈱を含めた

国内主要メーカに提出し，145 項目の質問項目の回答を求めた．回答内容は，一次審査とし

て各事業部の代表者による採点，一次審査により上位 2 社に絞り，それら 2 社によりプレ

ゼンテーションを行い，一次審査と同様に採点を行った．その結果，一次・二次審査とも

に富士通㈱がトップとなり，正式に日軽金標準 PC として採用を決定した． 

 

３．３ ネットワークの標準化 

 

 日本軽金属のネットワークは 1999 年に全国 48 拠点に当時の 新技術であるフレームリ

レー回線を用い構築した．そして，2002 年 10 月より，ネットワーク再構築プロジェクトと

して，ブロードバンド回線を用いた Internet VPN を情報系ネットワーク，フレームリレー

回線を基幹系ネットワークで利用するポリシーベースルーティングによるネットワーク網

を構築した（図 2）． 

 日本軽金属では，これらネットワーク構築に関わる費用（機器費用，契約料，回線工事

費，プロバイダ料金）を回線種別ごとに単金化し，請求窓口を日軽金に一本化，社内付替

えシステムに連動させている．現在，単金化メニューとして「フレームリレー」「Internet 

VPN」「フレームリレー + Internet VPN」「フレームリレー + ISDN」といった構築プランを

用意している． 
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【図 2】ネットワーク構成図 
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４．グループウェアによる課金管理 

 

 グループウエアを Notes に標準化したことによりグループ会社間にまたがった仕組みが

構築可能になった．日本軽金属ではグループ会社間でのシステムを利用した業務活動にも

積極的に取り組んでおり，Notes を利用した各種業務への利用検討を行い，まず，システム

関連コストの課金管理に応用することになった． 

 

４．１ ワークフローと受発注データの蓄積 

 

新しく社員が赴任する場合，部門の管理担当者は，①パソコン手配，②電話の追加工事，

③電子メールアドレスの新規作成依頼・・等々，経験を頼りに関係部門に依頼をし，物品

の調達を行っていたが，作業は属人化されていた．これにより，調達納期の不正確さ，工

事業者手配の重複といった無駄や問題が発生した． 

これらの問題を解決するために「人事異動」に沿った形で申請を行う事が出来る標準化

されたワークフローを開発した．そのワークフローは「人の動き」に対応する「イベント」

別にそれぞれ「新入時」「転出時」「退職時」の 3 つのメニューを用意し，社員情報，電子

メール，インターネット，パソコン，ソフト，電話，携帯電話など，ウィザード形式で必

要なものをイベント別に申請するものである．これにより前記の管理担当者は，メニュー

に添った形で申請するだけで社員が必要とする情報通信ツールを正確に調達出来るように

なり，同時に課金データベースにも反映される台帳が整備されるに至った．本システムは

2005 年 4 月現在，関係会社も含め約 6,000 名の社員がこのシステム上に登録され，利用さ

れている． 

本ワークフローは，事前に登録したルートに沿って，文書データが電子メールの機能で

流れていくシステムであり，①管理担当者からの申請→②上長の承認→③購買担当部門が

発注（又は，担当者が ID などを登録，変更，削除）という一連の作業が全て電子化され Notes

上で決済されている． 

これにより，①電子化による正確性 ②決済の滞留状況の可視化 ③決済までのリード

タイムの短縮 ④データベースへの自動登録 といったメリットが得られた． 

表１に，現在日軽金グループで利用している Notes ワークフローで代表的なものを記載

した．利用ユーザ数とは，申請者（管理担当者），決済者の数である． 
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名称 概要 利用ユーザ数 備考 

Notes ユーザ ID Notes メール ID 申請． 約 200 名 全社で利用 

インターネット インターネット閲覧申請． 約 200 名 全社で利用 

パソコン パソコン購入申請． 約 200 名 全社で利用 

電話・携帯電話 電話の追加・携帯電話購入申請． 約 200 名 全社で利用 

OA 機器 その他 OA 機器購入申請． 約 200 名 全社で利用 

共通取引先マスタ 全社共通取引先マスタ申請． 約 200 名 全社で利用 

Notes DB 作成 サーバへの登録申請 約 200 名 一部門で利用 

 

【表 1】ワークフロー一覧表 

 

４．２ 外部取引先との B to B システムへの発展 

 

ワークフローにより申請された購入依頼等は 終的には資材部門にて外部へ発注される

ことになる． 

 日本軽金属では，「納期の短縮化」，「発注業務の簡素化」，「購入ルールの徹底」を基本コ

ンセプトに，PC と携帯電話の電子発注システムを開発した．これは「3.2 PC の標準化」

で述べたように，PC の標準化と購入メーカの選定プロセスと同様，携帯電話機器も一括契

約を結び購入先を一本化したことで，購入契約先に対しインターネット上で発注情報を公

開して出荷指示をかけるというシステムが構築可能になった． 

このシステムは，日軽金内における Notes ワークフローで処理されたデータがインター

ネット上に公開され（アクセス制限されている），外部取引先は発注依頼のメールを受けて

このデータベースを参照し，これを元に出荷準備を行なうというものである．（図 3）． 

 

     

【図 3】外部取引先との接続構成図 
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４．３ 支払い業務の一本化 

 

日軽金では Notes のデータベースに外部からの各種の請求データを蓄積する「費用集計シ

ステム」を 2000 年より稼動させてきたが，ワークフローと発注業務を連携したことから，

これをさらに個人ベースで集計できるように改良した．これは Notes のアドレス帳の中の

未使用項目を活用することにより，各サブシステムから投入される利用実績データを個人

ベースで集計し，事業部門（以下 BU と示す）別にくくりなおすことにより，月次で受け取

る外部からの請求データとマッチングさせ，外部へは総合企画部から一括支払いし，社内

へはそのデータをベースに「付け替え処理」を行う．この業務のことを「社内付け替えシ

ステム」と呼んでいる．（図 4）． 

また，これらの Notes データベースのデータを元に，費用配賦データを作成し，関係会

社への請求書の作成等も一括で処理できるシステムを構築した（図 5）． 

このシステムから出力された CSV ファイルは，経理処理を行っているホストコンピュータ

に送られ，月次の決算データとして取り込まれる． 

この「社内付け替えシステム」の完成により，今までは各部署，関係会社で行っていた

支払業務を日軽金本社に集中し，省力化できただけでなく，システムに関係する費用の月

次推移や部門別，個人別の利用状況の参照がイントラネット上に「オープン」に行えるよ

うになり（アクセス権は設定）常に「可視化」できるようになった． 

 

【図 4】費用付替えシステム 
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【図 5】費用配賦システム構成図 

 

５． 近の展開実績 

 

５．１ 本社内会議室の課金 

 

本社内のスペース効率の見直しニーズから，年々会議室が減少し，会議室の取り合いが

続いていた．会議室は総務部門が管理監督していたが，無料で利用できていたので，必要

以上に時間を確保するグループも見受けられた．これを有料化することによって，効率的

運用ができるのではないかと考え，会議室の予約をイントラネットからできるようにし，

その予約者 ID を Notes の ID と連動することにより，前出の課金システムに取り込むこと

が可能になった．現在は会議室の予約システムの横展開として，プロジェクタ予約システ

ム，テレビ会議予約システムが稼動している． 

 

５．２ 高額ソフトの共有利用 

 
 弊社の設計部門では AutoDesk 社の 2 次元，3 次元 CAD を導入していたが，CAD のソフト

ウェアは比較的高額であり，また，毎年のようにバージョンアップするのでバージョンの
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管理やインストールが煩雑であった． 

これらを解決するために，AutoCAD Inventor シリーズのネットワークライセンスを約 200

ライセンス導入し，サーバを富士通エフ・アイ・ピー株式会社殿の横浜センタに配置し，

全国の工場・支店・営業所・研究所からアクセス利用が可能な仕組みを構築した（図 6）．

これらの利用申請と利用料の徴収も同様にワークフロー化され，利用実績見合いでユーザ

に課金される．これにより，少ないライセンスをそれ以上のユーザ数で共同利用すること

が可能になり効率化が図れたばかりでなく，常にサーバのライセンスを 新のものにする

ことにより，利用者は 新のライセンスを利用可能になった． 

 
 
           【図 6】 ネットワークライセンス利用構成 
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６．これまでの実績 
 
本システムを利用することにより，関連する子会社約 60 社（海外を含む）に展開され，

延べ利用人数は約 6,000 人，集計されている項目は以下の通りとなった． 

 

① PC レンタル料 

② コピー複合機利用料 

③ 各種マイクロソフト Office 製品ライセンス利用料 

④ Notes メール使用料 

⑤ インターネット使用料 

⑥ ウイルス対策ソフト，資産管理ソフトウェアライセンス 

⑦ ネットワーク利用料 

⑧ 一般電話・携帯電話機器購入および通話料 

⑨ 事務所電話利用料（部署別，担当者別課金） 

⑩ 印紙，切手購入費 

⑪ 会議室（本店，一部工場）利用料 

⑫ 無線 LAN 利用料 

⑬ ネットワーク CAD 利用料 

⑭ 文房具購入費 

 

これらの集計は個々の請求先からデータで入手し，ほぼ 1 人の女子社員にて集計され，

関係先に付け替え処理されている． 

 

７．今後の課題 

 

７．１ 「経理パッケージ」へのインターフェースの開発 

 

日軽金では，経理部主導で子会社向けの経理システムである「経理パッケージ」が開発

され，順次，関係会社に導入されている． このシステムへ本システムからのデータを連

携させることができると，子会社におけるシステム費用の経理データへのインターフェー

スが自動化されることになる． 

 

７．２ 資産管理ツールとの連携 

 

 ワークフローで発注されている富士通製 PC には日軽金標準として System Walker / 

Desktop Patrol が装備されている．本ソフトウェアは，個々の PC にインストールされてい

る各種のソフトウェアを自動的に集計し，管理台帳データベースを形成する機能を有して

いる．現在はまだ本機能の検証中であり運用は近日中に実施される予定であるが，これら
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のデータベースが整えば，ソフトウェアライセンス費用の課金にも連動させることが可能

になる． 

  

８．おわりに 

 

本社の引越しをきっかけに，業務の見直しや，部門の壁を乗り越えた新たな仕組みを構

築するという機会に恵まれた． 

「システム費用の可視化」というテーマから次々に新たなテーマが生まれ，それぞれが

解決していかなければならない重要な課題となっていった．  

今回の仕組みは，グループウェアというツールを用いることによって，機能追加型でシ

ステムの効果を発展させられるということも実証できた．また，個々の課題を解決してい

く過程で種々のアイデアも生まれた．これからもいろいろな発想でさらに発展させいきた

いと考えている． 


